答　　申　
審査会の結論

北九州市議会議長が平成17年10月14日付北九議総第169号で異議申立人に対して行った処分は、妥当である。
（付帯意見）

当審査会としては、政務調査費に関する市民への説明責任を全うするために、領収書等の開示に向けた制度整備を要望するものである。

理　由

第１　異議申立てに至る経緯

　１　異議申立人は、平成17年９月30日、北九州市情報公開条例（平成13年北九州市条例第42号。以下「公開条例」という。）第5条の規定に基づき、北九州市議会議長（以下「実施機関」という。）に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「政務調査費に関する収支報告書、領収書、視察報告書等の一切の資料　平成16年度分」
２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成17年10月14日付で、行政文書の一部について開示を行わない旨の決定（平成17年10月14日付　北九議総第169号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、行政文書一部開示決定通知書を平成17年10月28日に受領した。

３　異議申立人は、平成17年12月15日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第6条の規定により、実施機関に対し異議申立てを行った。

第２　異議申立人の主張要旨

１　異議申立ての趣旨

　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）北九州市議会における政務調査費の交付に関する条例（平成13年北九州市条例第2号。以下「交付条例」という。）第6条第1項は、会派に収支報告書を作成し、議長に提出することを義務付けている。しかしながら、議長は、収支報告書だけでは政務調査費が適正に使用されているかどうかをチェックすることができないため、議長が領収書、視察報告書等の証拠書類（以下「証拠書類」という。）を取得している蓋然性が高く、取得していなければ不合理である。

（２）会派は議会の構成要素である機関であることから、政務調査費に限定して、実質的に会派を議長に含めて解釈することは何ら問題ない。
（３）交付条例第5条及び第6条第1項並びに北九州市議会における政務調査費の交付に関する条例施行規則（平成13年北九州市規則第25号。以下「交付規則」という。）第９条は、政務調査費が適正に使用されているかどうかを議長自らにチェックさせ、疑問点があれば、いつでも証拠書類を閲覧提出させることができるという趣旨で規定されたものであり、議長は、いつでも会派の経理責任者に証拠書類の提出を求め得る立場にあり、その権限を有する以上、証拠書類を取得・保有しているも同然である。また、議長は、政務調査費の使途に関する調査義務を尽くすために、便宜上、会派の経理責任者に証拠書類を保管管理させているにすぎないことからも、実質的には証拠資料は議長が取得・保有しているものと解釈運用すべきである。
（４）使途を特定する証拠書類の開示なくして、政務調査費が使途基準に沿った使われ方がなされているかどうかをチェックすることができないことは明らかであり、政務調査費の使途の透明性を高めるべく、既に多くの自治体が証拠書類の全面開示に向けて制度整備を実施していることも踏まえ、議長は証拠書類を開示すべきである。

（５）以上のとおり、本件処分は、公開条例に反し違法である。

　（６）なお、本件処分において、不開示とされた法人等の代表者の印影、振込先の金融機関名、口座名義、預金種別、口座番号及び経理責任者の印影については、争わない。

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　交付条例には、議長に証拠書類の提出を義務付ける規定はなく、交付規則第9条において、政務調査費の交付を受けた会派の経理責任者が、証拠書類を整理し保存することとなっている。

したがって、証拠書類は、議長に提出されずに、会派の経理責任者において保

存されており、議長は取得・保有していない。

２　会派は、議員により構成される任意団体であり、市議会とは別組織である。そのため、会派が作成又は取得し、保管している証拠書類については、その主体が会派である以上、議長の管理権が及ばない。
３　交付条例の立法趣旨は、「議長が本来証拠書類を保有すべきところ、便宜上、

会派の経理責任者をして、これを保管させる」というものでないことは明らかで

ある。
４　以上のとおり、議長は、証拠書類を取得・保有しておらず、開示できない。

第４　審査会の判断

１　本件行政文書の概要等

（１）本件行政文書は、平成16年度に各会派に交付された政務調査費に係る収支報告書、証拠書類、その他支出等に関する文書である。

　（２）本件行政文書における不開示情報は、次のとおりである。

　　　ア　証拠書類

　　　イ　法人等の代表者の印影、振込先の金融機関名、口座名義、預金種別、口座番号及び経理責任者の印影

（３）上記イの情報の不開示については、異議申立人が争わない旨申し出ているため、審査会としての判断は行わないこととする。

　２　本件事案の争点

　　　公開条例第2条第2号は、「実施機関の職員（地方独立行政法人の役員を含む。以下同じ。）が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有しているもの」を行政文書と定義し、開示請求の対象となる行政文書の要件として、実施機関の「作成又は取得」及び「保有」を規定している。

本件事案の争点は、事実上ないし解釈上、証拠書類を議長が取得・保有していると認められるか否かであるが、具体的には次のとおり要約できる。

　　Ａ　議長は、証拠書類を実際に取得・保有しているか。

　　Ｂ　会派による証拠書類の保管は、議長による取得・保有といえるか。
　　Ｃ　議長は会派の経理責任者に証拠書類の提出を求めることができる権限又は政務調査費の調査義務があり、これをもとにすれば実質的に議長が証拠書類を取得・保有しているといえるか。
３　実際の証拠書類の取得・保有について（争点Ａ）

政務調査費は、議会の議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、平成12年の地方自治法（昭和22年法律第167号）の改正により設けられた制度であり、地方自治法第100条第14項で、収支報告書を議長に提出する旨義務付けているが、それ以外の具体的な交付の方法等は条例に委ねられている。

本市においても、この地方自治法の規定に基づき、交付条例及び交付規則を制定し、政務調査費の交付に関し必要な事項を定めている。

次に述べる政務調査費に関する精算手続を踏まえ、まず、実際の証拠書類の取得・保有について検討する。

（１）精算手続の概要

ア　政務調査費の交付を受けた会派は、毎年４月20日までに、経理責任者に収支報告書を作成させ、議長及び市長に提出する（交付条例第6条）。

イ　市長は、収支報告書の提出があったときは、その内容を審査し、交付すべき政務調査費の額を確定し、議長を経由して交付確定額を当該会派に通知する（交付規則第7条）。

ウ　政務調査費の交付を受けた会派の経理責任者は、政務調査費の経理について会計帳簿を調製するとともに、証拠書類を整理し、会計帳簿及び証拠書類を、交付を受けた政務調査費に係る収支報告書の提出期限の日の翌日から起算して5年を経過する日まで保存する（交付規則第9条）。

（２）証拠書類の取得・保有

以上のとおり、現行の交付条例及び交付規則（以下「交付条例等」という。）においては、会派に収支報告書の提出を義務付ける規定はあるものの、証拠書類の提出については定めがない。

また、当審査会の調査では、これまで会派が議長に対し証拠書類を提出した事実は確認できず、その事実を裏付ける証拠も見当たらなかった。

したがって、議長が物理的な意味において証拠書類を取得したとは認められず、証拠書類は会派の経理責任者において保有されているものと考えざるを得ない。

４　会派の保管と議長の保有の関係について（争点B）

異議申立人は、会派は議会の構成要素であることから、会派の経理責任者が保有する証拠書類は、実施機関である議長が保有しているとみなすことができる旨主張する。

そこで、会派と議会との関係について検討すると、議会の常任委員会・特別委員会の各委員及び正副委員長は、議会運営委員会において会派の所属議員数に応じて選出されるなど、会派は議会の運営上極めて重要な役割を担っており、会派と議会とは密接な協力関係にあることは疑いないところである。

しかしながら、地方自治法第100条第13項及び第14項の規定以外に、現在、地方議会と会派の関係を直接規律した法律は特に見出せず、交付条例等においても会派を政務調査費の交付対象とするのみで、会派とは何か、その目的や権限等はどのようなものかについての規定はなく、当然ながら、会派の活動一般について議長の指揮命令が及ぶと解することもできない。
このように会派は、議会内において、政策目標が一致する議員により構成される、いわば議会とは別個の政策集団として位置付けられる組織であると考えるのが相当であり、異議申立人が主張するように、会派を議会の一部と同視することはできない。

以上のことから、会派の経理責任者が保有する証拠書類を実施機関たる議長が取得・保有しているとみなすこともできない。
５　提出要求権限・調査義務を前提とする議長の保有について（争点Ｃ）

　（１）異議申立人は、議長は、いつでも会派の経理責任者に証拠書類の提出を求める権限があることから、証拠書類を保有しているも同然である旨主張する。

　　　交付条例等を見ると、市長については、政務調査費の額を確定する際に収支報告書の内容の審査を行う旨の定めがあるものの（交付規則第7条）、議長については、政務調査費に係る調査権限についても、証拠書類の提出を求める権限についても、明文規定は見当たらない。

　　　前記第４、４に述べたとおり、会派の活動一般について議長の指揮命令が及ぶものではなく、会派は議会とは別個の組織と位置付けられることからすれば、議長に対し会派に証拠書類の提出を求める権限を付与するには、通常、明文をもってこれを規定するものと解され、このような明文規定がない中で、条例等の制度趣旨に関する解釈論のみからこれを導くのは困難と言わざるを得ない。

よって、交付条例等の解釈として、当然に議長には会派に対し証拠書類の提出を求める権限があるとまでは断定し難い。

（２）また、仮に、議長に収支報告書の内容に関する調査権限があるとする考えを採り得るとしても、当該調査権限があることをもって、直ちに、議長が証拠書類を保有していることと同視できるとも言い難い。すなわち、情報公開の対象となる行政文書には、実施機関が「保有している」ことが必要であるが、ここに「保有している」とは、所持すなわち当該文書を事実上支配（当該文書の作成、保存、閲覧・提供、移管・廃棄等の取扱いを判断する権限を有していること）している状態を意味するところ、「収支報告書の内容の調査権限」と「証拠書類の取扱いを判断する権限」は別物であり、これを同視することはできない。

（３）議長の調査義務を前提として証拠書類を取得・保有しているものと解釈運用すべきとする主張についても、交付条例等には、少なくとも、議長が各会派から証拠書類を提出させて政務調査費の使途を調査するまでの義務を定めた規定はないのであるから、前記第４、５、（１）に述べた趣旨から、やはり交付条例等及び公開条例の解釈としては飛躍があると言わざるを得ない。

（４）以上のとおり、異議申立人の上記主張は、交付条例等及び公開条例の解釈論としては、採用し難い。
　６　制度整備の必要性（付帯意見）

　　　現行制度の解釈論としての当審査会の結論は以上のとおりであるが、政務調査費に関する市民への説明責任、他の地方自治体の動向等を踏まえ、当審査会は次のとおり意見を付する。

政務調査費については、交付条例により収支報告書を議長に提出することを義務付けるとともに、その収支報告書を市民の閲覧に供するなど、一定の透明性の確保は図られていると認められる。

しかしながら、現行の収支報告書だけでは、市民が、政務調査費がその目的に沿って適正に使用されているのか、どのような調査活動が行われているのかといったことについて、必ずしも十分にチェックできるとは言い難い。

確かに、証拠書類を開示した場合、会派・議員の自由な政治活動を制約し、会派・議員の自立性、自主性を損なうおそれを完全に否定することはできないが、政務調査費も公金である以上、その使途について市民に対して説明責任があり、特に最近は、より一層の透明性の確保が求められている。このような状況を反映して、政務調査費を交付している都道府県や政令指定都市において、制度を整備して領収書等の提出まで義務付ける自治体が次第に増加しているのも事実である。

現在、本市議会においても、政務調査費の精算手続について検討されていると聞いているが、当審査会としては、他の自治体における制度整備の流れを踏まえ、政務調査費に関する市民への説明責任を全うするために、当市においても、領収書等の開示ができるように制度を整備することを要望するものである。

７　結論

以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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